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　平成元年を迎えた。昭和天皇の崩御により昭和64年は、７日で終わりを告げたのである。

◆平成の全連退の情勢◆
　昭和50年代中ごろから、校内暴力、いじめ、少年非行など児童生徒の問題行動が社会的に
大きな関心を集めるとともに、過熱化する受験戦争の緩和が教育上の大きな課題となってい
た。このため昭和59年８月、中曽根内閣の下に臨時教育審議会が設けられ、教育全般につい
て検討が行われた。臨時教育審議会は、個性の尊重の原則、生涯学習社会への移行、時代や
社会への変化への対応を基本的な考え方とする教育改革に関して答申し、これを受けてさま
ざまな改革が進められ、今日まで一貫した流れとなっている。

◆生涯学習社会の形成への努力◆
　臨時教育審議会は昭和62年８月「教育改革に関する第四次答申（最終答申）」を行い、そ
の中で生涯学習体制の整備の必要性について述べている。
　全連退では、生涯学習についての研究をはじめ平成３年度には教育研究部内に「生涯学習
委員会」を設け、取り組みに一層力を入れ、さらに平成５年度には「生涯学習推進部」と改
称し組織強化を図り、生涯学習の在り方の調査・研究を深めていった。
　取り組みとしてまず、昭和62年度には全国会員に対し、「会員自身の生涯学習の実態」、「退
職校長会として高齢化社会における生涯学習の推進」に関するアンケートによる実態調査を
実施している。さらにそれを集計し考察を加え、研究調査報告書としてまとめて公表した。
　それによる考え方としては、「①家庭教育・学校教育・社会教育の持つ教育機能の統合が
重要であり、生涯学習はいわば『人生の一環学習（教育）』である。②会員一人ひとりが生
きがいのある充実した生活を送るために、経験を生かしながら自らを高め、心豊かな人生づ
くりをすることである」としている。
　また、自分の人生を「生きがいのある生活」に押し広げるために、
①�一人ひとりの会員が、自分なりの個性を持ち夢中になれるものを持ち磨いていく。
②�自分自身を生涯学習によって生かすことは、「他」を高めることに結びつく、具体的には、
退職校長としての生涯学習ボランティア活動に結びつくものである。
としている。
　さらにまた、組織を挙げての「生涯学習推進方策」として
①生涯学習気運の醸成　　②退職校長の英知の活用　　③文書による啓発活動
④生涯学習活動の活性化　　⑤会場確保と拠点づくり
の５点を上げ、具体策（省略）も示している。
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◆沖縄加入、全国組織の完成◆
　平成元年６月８日、第24回全連退の総会が開催された。横断幕には「祝沖縄県退職校長会
加入」の文字が染め抜かれていた。
　昭和55年に長野県が加入し、最後に沖縄県が残った。沖縄は全連退が設立された当初は、
まだ復帰できないままであった。昭和46年に沖縄返還協定が調印され、翌昭和47年５月に、
本土に復帰し「沖縄県」が復活している。
　松本和三郎会長は式辞でまず「本年は本会多年の念願が叶い、永年にわたる沖縄県の世話
人の骨折り、支え続けた関係者の労に敬意と感謝を表し、本部としても連携をとりながら支
援を続けてきただけに、全国組織としての完成は感慨深いものとなった」と述べている。
　これにより次の目標は、組織の強化である。全国の退職校長全員の加入により、会員数の
増加が期待されるところである。（会員数67,001名）

◆完全学校週５日制◆
　完全学校週５日制は、学校、社会、地域社会が一体となってそれぞれの教育機能を発揮す
る中で、子どもたちが自然体験や社会体験などを行う場や機会を増やし、自ら学び自ら考え
る力や豊かな心、健康や体力などの「生きる力」を育てようとするものである。このような
考え方に立って、平成４年９月から月１回土曜日休日、平成７年４月１日からは、月２回と
段階的に実施され、平成14年度からはすべての学校段階において完全学校週５日制が実施さ
れている。
　しかし、年間授業時数の確保のため、年間２学期制を検討したり、土曜補習をするなど多
様な対応が見られ、課題も多く、全連退としては完全学校週５日制についての検討を中教審
に要望している。

◆教育振興への対策◆
　全連退の会則第２条の目的に「日本教育の振興に寄与する」とある。時代の要請を受け具
体的な活動を進めるために平成５年、「調査部」を「教育振興対策部」と改称し、教育振興
に関わる分野に絞って担当することとなった。
　基本的な活動範囲として、「①学校と連携をとり関係機関に対して必要な対策要望活動を
する　②各都道府県退職校長会と教育振興等について連携活動の在り方を探る　③健全な世
論喚起のため、当面している教育課題についての研究活動を進める」と規定している。各都
道府県の退職校長会や現職校長会及び教育研究団体と情報交換を行い実践的な振興活動とし
て、教育界の人材確保、教育情報の開示問題等に取り組んでいる。




